
簡易公募型プロポーザル方式（同時提出型）の
試行について

◆令和６年４月１日以降に公示（公告）する業務より適用するものです。

◆入札契約手続きについては、各業務の入札説明書を参照してください。

◆問い合わせ窓口

〇中部地方整備局港湾空港部 ： pa.cbr-nyuusatsu@mlit.go.jp （担当：品質確保室）

令和６年３月
中部地方整備局 港湾空港部



〇簡易公募型プロポーザル方式（同時提出型）について

◆入札契約手続きにおける手続き期間の短縮及び書類削減による効率化を図るため、簡易公募型プロポー

ザル方式において、参加表明書と技術提案書を同時に提出する同時提出型（試行）を実施する。

◆対象は、簡易公募型プロポ―ザール方式で発注する測量・調査及び建設コンサルタント等業務で、令和６年

４月１日以降に公示（公告）する案件から実施。
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（別添２様式１）

●留意事項（電子入札システムで提出する場合に限る）
参加表明書及び技術提案書を同時提出後、技術提案表紙（別添２様式１）の再登録依頼を通知するので、技術提案書表紙
を再登録すること。 再登録しないと以降の入札契約手続きに参加できないので注意。



〇簡易公募型プロポーザル方式（同時提出型）について

：参加表明時

：技術提案時

新現 行

◆全ての書類を提出した場合： ２１枚 ◆全ての書類を提出した場合： １６枚

別添-1 (様式-1) 参加表明書

(様式-2) 技術者の経歴 〇

(様式-2(2)) 技術者の保有資格 〇

(様式-3) 技術者の同種業務 〇

(様式-4) 業務実施体制 〇

(様式-5) 企業の業務実績

(様式-6) 休業期間証明 〇

(様式-7) 誓約書

別添-2 (様式-1) 技術提案書

(様式-2) 業務実施体制 ●

(様式-3) 技術者の経歴 ●

(様式-3(2)) 技術者の保有資格 ●

(様式-4) 技術者の同種業務 ●

(様式-5) 技術提案書(実施方針・フロー・工程計画)

(様式-6) 技術提案書(テーマに対する技術提案)

(様式-7) 技術提案書(その他)

(様式-8) 休業期間証明 ●

(様式-9) 自己採点表

別添-3 紙契約方式承諾願

別添-4 紙入札方式参加承諾願

別添-5 情報取扱者名簿及び情報管理体制図

重複して
いる書類

提出書類

別添-1 (様式-1) 参加表明書

(様式-2) 技術者の経歴

(様式-2(2)) 技術者の保有資格

(様式-3) 技術者の同種業務

(様式-4) 業務実施体制　（様式を変更）

(様式-5) 企業の業務実績

(様式-6) 休業期間証明

(様式-7) 誓約書

別添-2 (様式-1) 技術提案書

(様式-2) 技術提案書(実施方針・フロー・工程計画)

(様式-3) 技術提案書(テーマに対する技術提案)

(様式-4) 技術提案書(その他)

(様式-5) 自己採点表

別添-3 紙契約方式承諾願

別添-4 紙入札方式参加承諾願

別添-5  情報取扱者名簿及び情報管理体制図

提出書類

※技術提案時に重複していた提出書類（●）を削減
・業務の実施体制（別添１様式－４に集約）
・技術者の経歴 ・技術者の保有資格
・技術者の業務実績 ・休業期間証明

【提出様式】



〇簡易公募型プロポーザル方式（同時提出型）について

新現 行

【 業務実施体制の様式（別添１様式‐４）の変更 】


